
労災年金額の改定について 

  

「給付基礎日額の最低保障額」、「スライド率」及び「年金給付基礎日額の年齢階層

別の最低・最高限度額」が改定されました。 
（平成１８年７月１４日、厚生労働省告示第第４４１号、４４２号、第４４３号及び第４４４号） 

 
１ スライド制の趣旨 

  労災保険の給付は、被災した労働者が失った稼得能力を補填することを目的とし

たものです。したがって、被災した時点でその方がどの程度の所得であったかを基

準として、給付の水準が決定されることとなります。 
  しかし、年金のように長期にわたって給付するものについては、被災時の賃金に

よって補償を続けていけば、時間の経過による賃金水準の変動が反映されず、実質

的な稼得能力が正確に反映されないこととなります。 
  スライド制はこのような不都合を回避し、給付水準を適正にするために設けられ

ているものです。 
 
２ スライド率の算定方法 

  上記１の趣旨を踏まえ、労災保険の年金給付については、労災保険法第８条の３

により被災労働者の被災時点の平均賃金額に、スライド率を掛けて算出される額に

給付日数等を掛けた額を、具体的な給付額（以下｢年金額｣という。）としています。

そして、スライド率の算定は、被災時点の賃金水準と算定する年度の前年度の賃金

水準（平成１８年８月１日からの１年間のスライド率であれば、平成１７年度の水

準）を比較して計算します。 
  したがって、前年度より賃金水準が上昇していれば年金額が増加しますが、下降

していれば年金額も減少することとなります。 
 
３ 本年度のスライド率について 

  今回の年金スライド率の改定については、変更されていない労働者災害補償保険

法第 8 条第 1 項の算定事由発生日の属する期間(以下｢算定事由発生日の属する期
間｣という。)もありますが、ほとんどの算定事由発生日の属する期間において、昨
年に比べ上昇しています。 

 
  平成１８年８月から、年金額の基となる給付基礎日額等について、次のように改

正が行われました。 
（１）給付基礎日額の最低保障額の引き上げ 
    ４，１００円（従前 ４，０８０円） 
（２）労災年金に係るスライド率の改定 （表１のとおり） 
（３）年金給付基礎日額の年齢階層別の最低・最高限度額の改定 （表２のとおり） 

 
  今回、給付基礎日額の最低保障額、労災年金に係るスライド率及び年金給付基礎



日額の年齢階層別の最低・最高限度額が改定されたことによる変更後の給付基礎日

額、年金給付基礎日額は、平成１８年８月分からの年金額の計算に適用されますの

で、平成１８年１０月支払期から変更後の年金額が支払われることとなります。 
  具体的に、支払われる年金額の算定の基礎となる給付基礎日額については次のと

おりとなります。 
  被災労働者の方の被災直前３カ月間の賃金を基礎として計算（その額（スライド

制の適用がある場合にはスライド後の額）が 4,100円未満であるときは 4,100円を 
 スライド率で除して得た額）された給付基礎日額に表１のスライド率を乗じて得た

ものが年金給付基礎日額となります。 
  しかし、この年金給付基礎日額が、表２の被災労働者の年齢の属する年齢階層別

区分に応ずる最低限度額を下回る場合には最低限度額を、又は、最高限度額を上回

る場合には最高限度額を年金給付基礎日額とすることになっています。 
  ただし、昭和６２年１月３１日において年金の受給権を有していた方で、給付基

礎日額に表１のスライド率を乗じて得た額が表２の最高限度額を上回る場合には、

従来の額（給付基礎日額に昭和６２年１月３１日時点のスライド率を乗じて得た

額）が年金給付基礎日額となります。 
  なお、今回の改定により年金額等が変更となる方には、労災年金の支給決定を受

けた労働基準監督署から｢変更決定通知書｣により通知されます。 
 
  問い合わせ先 

・ 各労災年金相談所 （協会の概要 地方相談所一覧参照） 
 
表１ スライド率表 

（単位：％） 
死傷の原因たる事故発生の日又は診断によって疾病の発生

が確定した日の属する期間 (算定事由発生日の属する期間) 
年金給付基礎日額に乗ずる

べき率    
昭和２２年９月１日から昭和２３年３月３１日まで ２０，４６６（２０，３９１）

昭和２３年４月１日から昭和２４年３月３１日まで  ７，４４３（ ７，４１５）

昭和２４年４月１日から昭和２５年３月３１日まで  ４，１２７（ ４，１１１）

昭和２５年４月１日から昭和２６年３月３１日まで  ３，５６２（ ３，５４９）

昭和２６年４月１日から昭和２７年３月３１日まで  ２，９１２（ ２，９０１）

昭和２７年４月１日から昭和２８年３月３１日まで ２，５１２（ ２，５０３）

昭和２８年４月１日から昭和２９年３月３１日まで ２，２１２（ ２，２０４）

昭和２９年４月１日から昭和３０年３月３１日まで  ２，０８８（ ２，０８０）

昭和３０年４月１日から昭和３１年３月３１日まで  １，９９７（ １，９９０）

昭和３１年４月１日から昭和３２年３月３１日まで  １，８８４（ １，８７７）

昭和３２年４月１日から昭和３３年３月３１日まで  １，８１８（ １，８１２）

昭和３３年４月１日から昭和３４年３月３１日まで １，７９２（ １，７８５）

昭和３４年４月１日から昭和３５年３月３１日まで  １，６８３（ １，６７７）

昭和３５年４月１日から昭和３６年３月３１日まで  １，５８４（ １，５７８）



昭和３６年４月１日から昭和３７年３月３１日まで  １，４１７（ １，４１１）

昭和３７年４月１日から昭和３８年３月３１日まで  １，２７４（ １，２７０）

昭和３８年４月１日から昭和３９年３月３１日まで  １，１４９（ １，１４５）

昭和３９年４月１日から昭和４０年３月３１日まで  １，０３７（ １，０３３）

昭和４０年４月１日から昭和４１年３月３１日まで    ９４９（   ９４５）

昭和４１年４月１日から昭和４２年３月３１日まで    ８６１（   ８５８）

昭和４２年４月１日から昭和４３年３月３１日まで    ７７５（   ７７２）

昭和４３年４月１日から昭和４４年３月３１日まで    ６８６（   ６８４）

昭和４４年４月１日から昭和４５年３月３１日まで    ６００（   ５９８）

昭和４５年４月１日から昭和４６年３月３１日まで    ５１６（   ５１４）

昭和４６年４月１日から昭和４７年３月３１日まで    ４５２（   ４５１）

昭和４７年４月１日から昭和４８年３月３１日まで    ３９２（   ３９０）

昭和４８年４月１日から昭和４９年３月３１日まで ３３０（   ３２８）

昭和４９年４月１日から昭和５０年３月３１日まで ２６５（   ２６４）

昭和５０年４月１日から昭和５１年３月３１日まで ２２６（   ２２５）

昭和５１年４月１日から昭和５２年３月３１日まで ２０３（   ２０２）

昭和５２年４月１日から昭和５３年３月３１日まで １８５（   １８５）

昭和５３年４月１日から昭和５４年３月３１日まで １７６（   １７５）

昭和５４年４月１日から昭和５５年３月３１日まで １６５（   １６５）

昭和５５年４月１日から昭和５６年３月３１日まで １５７（   １５６）

昭和５６年４月１日から昭和５７年３月３１日まで １４９（   １４９）

昭和５７年４月１日から昭和５８年３月３１日まで １４２（   １４２）

昭和５８年４月１日から昭和５９年３月３１日まで １３９（   １３８）

昭和５９年４月１日から昭和６０年３月３１日まで １３４（   １３４）

昭和６０年４月１日から昭和６１年３月３１日まで １３０（   １２９）

昭和６１年４月１日から昭和６２年３月３１日まで １２７（   １２６）

昭和６２年４月１日から昭和６３年３月３１日まで １２４（   １２３）

昭和６３年４月１日から平成 元年３月３１日まで １２０（   １１９）

平成 元年４月１日から平成 ２年３月３１日まで １１６（   １１６）

平成 ２年４月１日から平成 ３年３月３１日まで １１３（   １１３）

平成 ３年４月１日から平成 ４年３月３１日まで １０９（   １０８）

平成 ４年４月１日から平成 ５年３月３１日まで １０６（   １０６）

平成 ５年４月１日から平成 ６年３月３１日まで １０５（   １０５）

平成 ６年４月１日から平成 ７年３月３１日まで １０３（   １０２）

平成 ７年４月１日から平成 ８年３月３１日まで １０１（   １０１）

平成 ８年４月１日から平成 ９年３月３１日まで １００（    ９９）

平成 ９年４月１日から平成１０年３月３１日まで ９９（    ９９）

平成１０年４月１日から平成１１年３月３１日まで ９９（    ９９）

平成１１年４月１日から平成１２年３月３１日まで ９９（    ９９）

平成１２年４月１日から平成１３年３月３１日まで ９８（    ９８）



平成１３年４月１日から平成１４年３月３１日まで ９９（    ９９）

平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日まで １００（   １００）

平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日まで １００（   １００）

平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日まで １００（    ― ）

（注）（ ）内は、改定前の率です。 
 
表２ 年齢階層別の最低限度額・最高限度額表  

               （単位：円） 
年齢階層の区分 最低限度額 最高限度額 

２０歳未満 ４，２２９ （４，３０７）  １３，４６７（１３，２９４）

２０歳以上２５歳未満 ４，８４７ （５，０６４） １３，４６７ （１３，２９４）

２５歳以上３０歳未満 ５，７４４ （５，９４３） １３，４６７ （１３，２９４）

３０歳以上３５歳未満 ６，４７８ （６，６０４） １６，２４５ （１６，２１９）

３５歳以上４０歳未満 ７，０６２ （７，１２４） ２０，０８４ （１９，５４３）

４０歳以上４５歳未満 ７，２２３ （７，２２８） ２２，５９１ （２１，７０３）

４５歳以上５０歳未満 ６，９７３ （７，０６８） ２３，９４１ （２３，２０６）

５０歳以上５５歳未満 ６，４７９ （６，６０３） ２４，１６４ （２３，６４１）

５５歳以上６０歳未満 ５，８４３ （６，０６４） ２３，９２８ （２３，３９１）

６０歳以上６５歳未満 ４，５３９ （４，５１４） ２１，１６４（２１，５３９）

６５歳以上７０歳未満 ４，１００ （４，０８０） １４，６０８ （１５，５９１）

７０歳以上 ４，１００ （４，０８０） １３，４６７ （１３，２９４）

（注）１（ ）内は、改定前の額です。 
   ２ 年齢の計算については、被災労働者の平成１８年８月１日における年齢をもって、

同日から１年間を当該被災労働者の年齢とします。 
 
（参考） 
労災年金額の計算例について 
 ◆ 障害・傷病（補償）年金の計算具体例（平成１８年１０月現在で計算） 
・被災者の生年月日  ： 昭和１８年１０月１８日 

（８月１日の基準日における年齢６２歳） 
・算定事由発生日   ： 昭和５７年１２月２３日 
・障害（傷病）等級  ： 第３級（給付日数２４５日） 
・平 均 賃 金   ： 8,951円 07銭 
・特 別 給 与   ： 525,000円 
・スライド率     ： 142％ 
・厚生年金等の受給関係 ： 改正前厚生年金の障害年金を受給（調整率７４％）

 
（１）労災保険の年金の給付額（年額）は、次の式によって計算されます。 
 

年金給付基礎日額×給付日数×厚生年金等の調整率 



   ① まず、給付基礎日額を計算します。 
     平均賃金 8,951 円 07 銭の円未満の端数を切り上げた額、8,952 円を給付

基礎日額とします。 
② 次に、年金給付基礎日額を算出します。 

給付基礎日額 スライド率（表１参照） 
8,952円×142％＝12,711円 84銭 

                  ↓ 
               12,712円 （円未満切り上げ）   
   ③ 受給者の年齢に属する年金給付基礎日額に係る最低限度額及び最高限度

額は、 
       最低限度額   4,539円  （表２参照） 
       最高限度額  21,164円  
    となっており、最低限度額と最高限度額の範囲内であるので、年金給付基礎

日額は、１２，７１２円とします。 
   ④ したがって、年金年額は、上記計算式に当てはめると、 

12,712円×245日×74％＝2,304,685円 60銭 
                     ↓ 

2,304,685円 （円未満切捨て） 
   ⑤ １支払期に支給される額は、年金年額の６分の１で、 

2,304,685円×1／6＝384,114円となります。（円未満切捨て） 
 
 
（２） 災害発生前の１年間、ボーナス等の特別給与を受けていた方に支給される

特別年金の給付額（年額）は、次の式によって計算されます。 
算定基礎日額×給付日数 

 

   ① まず、算定基礎年額を計算します。 
     年金給付基礎日額×365 日×20／100  
     12,712円×365日×20／100＝927,976円 （円未満切り上げ）……Ａ 
    と特別給与の額（スライド制が適用される場合は、スライド率を乗じて得た

額） 
     525,000円×142％＝745,500円 （円未満切り上げ）     ……Ｂ 
    ＡとＢを比較すると、Ｂの方が少額であるので特別給与 525,000円を算定基

礎年額とします（注）。（ただし、Ａ及びＢが 150万円を超える場合は、150
万円を算定基礎年額とします。） 

② 次に、算定基礎日額を算出します。 
（算定基礎年額×1／365）×スライド率 
  （525,000円×1／365）×142％＝2,044円（円未満切り上げ） 
     （円未満切り上げ） 

③ したがって、特別年金年額は、 
2,044円×245日＝500,780円 



   ④ １支払期に支給される額は、特別年金年額の６分の１で、 
      500,780円×1／6＝83,463円となります。 （円未満切捨て） 
 
   （注）労働者災害補償保険法特別支給金支給規則等により、「給付基礎年額の

２０％に相当する額又は特別給与額を比較し、いずれか低い方の額」が算

定基礎年額となる。 
 
◆ 遺族（補償）年金の計算具体例（平成１８年１０月現在で計算） 
・被災者の生年月日  ： 昭和３２年１０月１３日（死亡労働者が生存してい

ると仮定した場合の８月１日の基準日における年

齢４８歳） 
・算定事由発生日   ： 昭和６１年５月１０日 
・遺族の人数     ： 妻と子２人（給付日数２２３日） 
・平 均 賃 金   ： 9,531円 56銭 
・特 別 給 与   ： 620,000円 
・スライド率     ： 127％ 
・厚生年金等の受給関係： 改正前厚生年金の遺族年金を受給（調整率８０％）

 
（１）労災保険の年金の給付額（年額）は、次の式によって計算されます。 
 

年金給付基礎日額×給付日数×厚生年金等の調整率 

   ① まず、給付基礎日額を計算します。 
     平均賃金 9,531円 56銭の円未満の端数を切り上げた額 9,532円を給付基

礎日額とします。 
② 次に、年金給付基礎日額を算出します。 

給付基礎日額 スライド率（表１参照） 
9,532円×127％＝12,105円 64銭 

                  ↓ 
                   12,106円 （円未満切り上げ）   
   ③ 死亡された労働者が生存していると仮定した場合の８月１日の基準日に

おける年齢に属する年金給付基礎日額に係る最低限度額及び最高限度額は、 
       最低限度額   6,973円  （表２参照） 
       最高限度額   23,941円  
    となっており、最低限度額と最高限度額の範囲内であるので、年金給付基礎

日額は、12,106円とします。 
   ④ したがって、年金年額は、上記計算式に当てはめると、 

12,106円×223日×80％＝2,159,710円 40銭 
                     ↓ 

2,159,710円  （円未満切捨て） 
   ⑤ １支払期に支給される額は、年金年額の６分の１で、 

2,159,710円×1／6＝359,951円となります。 （円未満切捨て） 



 
 
（２） 災害発生前の１年間、ボーナス等の特別給与を受けていた方に支給される

特別年金の給付額（年額）は、次の式によって計算されます。 
算定基礎日額×給付日数 

 

   ① まず、算定基礎年額を計算します。 
     年金給付基礎日額×365 日×20／100  
     12,106円×365日×20／100＝883,738円 （円未満切り上げ）……Ａ 
    と特別給与の額（スライド制が適用される場合は、スライド率を乗じて得た

額） 
     620,000円×127％＝787,400円 （円未満切り上げ）     ……Ｂ 
    ＡとＢを比較すると、Ｂの方が少額であるので、特別給与 620,000円を算定

基礎年額とします（注）。（ただし、Ａ及びＢが 150万円を超える場合は、150
万円を算定基礎年額とします。） 

② 次に、算定基礎日額を算出します。 
（算定基礎年額×1／365）×スライド率 
  （620,000円×1／365）×127％＝2,158円（円未満切り上げ） 
     （円未満切り上げ） 

③ したがって、特別年金年額は、 
2,158円×223日＝481,234円 

   ④ １支払期に支給される額は、特別年金年額の６分の１で、 
      481,234円×1／6＝80,205円となります。 （円未満切捨て） 
 

（注）労働者災害補償保険法特別支給金支給規則等により、「給付基礎年額の

２０％に相当する額又は特別給与額を比較し、いずれか低い方の額」が算

定基礎年額となる。 
 
★ スライド率の改定に伴う労災就学等援護費の支給について 
 
 業務災害又は通勤災害によって死亡し、又は重度障害を受けあるいは長期療養を要

する労働者の方の子弟のうちには、労働者の死亡や災害が原因となって学業を中途で

放棄したり、あるいは進学を断念するなどの事例が少なくありません。 
 労災年金受給権者の方又はその家族が安心して学業を続けたり、保育を必要とする

児童を抱える労災年金受給権者の方又はその家族の就労を促進し、被災労働者及びそ

の遺族等の援護を図るため、労災就学援護費及び労災就労保育援護費の支給を行なっ

ています。 
 労災就学等援護費については、一定の要件を満たす対象者であって、かつ、年金給

付基礎日額（スライド制が適用される場合にはスライド後の額）が、16,000 円以下
の方に支給されることになっています。 
  



 
区  分 支給額（月額） 
就労保育 １２，０００円 
小 学 校 １２，０００円 
中 学 校 １６，０００円 
高等学校 １８，０００円 
大  学 ３９，０００円 

       (注) 支給額は、平成１８年４月現在のものです。 

 


